
様式第１号 

再就職援助基本計画書 

 雇用保険適用事業所番号 ２ ３ ０ ２ - ０ １ ２ ３ ４ ５ - ６ 

雇用保険法施行規則第１０２条第５項第２号の規定により、下記のとおり提出します。 

        愛知労働局長  殿                      令和●●年●月●●日作成 

名古屋中 公共職業安定所長 殿                      

Ⅰ 

事

業 

主 

ａ 

氏 名 

 

ハローワーク商事株式会社 

代表取締役社長 坂口裕子 

ｂ 

住 所 

〒４５０－０００３ 

名古屋市中村区名駅南１－２１－５ 

ｃ 電話番号 

０５２（５８２）８１７１ 

Ⅱ ａ 名 称 ハローワーク商亊株式会社 中日支店 ｃ 事業の種類 

ｂ 所 在 地 名古屋市中区栄４－１－１ 食料品の輸入・販売 

ｄ 労働者数 ～99人 ・ 100～299人 ・ 300～999人 ・ 1000～4999人 ・ 5000人～ 

Ⅲ 本 計 画 の 想 定 期 間 令和●●年●月●日～令和●●年●月●●日 

Ⅳ 

７人 

  

Ⅴ事業主が共通して講じようとする措置の具体的内容 

・求職活動を行うための休暇付与及び付与した休暇に対する賃金の支払い（額は年次有給休暇と同じ。また、日数は最大２０ 

日間） 

・教育訓練又はセミナー受講のための休暇付与及び受講費用の負担（１/２） 

・関連企業の求人情報の提供及びあっせん 

・再就職準備講習会の開催 

 

 

 

 

 

Ⅵ 再就職援助担当者 役 職 総務部 人事課長 氏 名 中村 正直 電話番号 ０５２－２６４－０６６５ 

Ⅶ 

 

本計画書の内容について、同意します。 

 

組合名 ハローワーク労働組合 

 

代表者 委員長   堀尾 清仁 

  

（H26.3） 

高年齢者雇用安定法 

求 職 活 動 支 援 

基 本 計 画 を 

作 成 す る 事 業 所 

 

高年齢離職 

予定者の数 

 

労 働 局 

受 理 印 

基本計画書の内容につい 

て、労働者の過半数で 

組織する労働組合（ない 

場合には労働者の過半数 

を代表する者）の同意 

法 人 に あ っ て は 

名 称 及 び 

代 表 者 の 氏 名 

法 人 に あ っ て は 

主 た る 事 務 所 の 

所 在 地 

印 

記入例 

＊ 労働移動支援助成金を受給しようとする事業主については、雇用対策法に基づく再就職援助計画を作成

している場合、上記の求職活動支援基本計画書を改めて作成する必要はありません。 


